
款 項 目

3 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 449,538 212,904 0 0 236,634 53%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

53%

 - - - - - - - 

国民健康保険特別会計繰出金 449,538 212,904 0 0 236,634

事業内容

根拠法令等に基づき、一般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出す。
○保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）　179,683,000円（県3/4、市1/4）
　低所得者に係る均等割・平等割軽減分(7割･5割･2割)を繰り出す。
○保険基盤安定繰出金（保険者支援分）　104,190,000円（国1/2、県1/4、市1/4）
　低所得者の多い保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険税負担を軽減するもので、軽減対象と
　なった一般被保険者数に応じて、平均保険税額の一定割合を繰り出す。
○財政安定化支援事業繰出金　21,422,000円（地方交付税）
　国保に低所得者や高齢者が多いことによる影響(税･医療費)を勘案して算定した額を繰り出す。
○事務費等繰出金　35,499,000円（地方交付税）
　職員給与費や国保事務に要する経費の内、国庫補助対象を除いた額を繰り出す。
○出産育児一時金繰出金　15,400,000円（地方交付税）
　給付した出産育児一時金の2/3を繰り出す。
○その他繰出金（法定外操出金）
　市の基準により定めている項目について繰り出す。
　　・福祉医療波及分　56,086,000円
　　　子ども医療等実施により国庫負担金等の減額部分を繰り出す。
　　・特定健診･保健指導経費　37,257,000円
　　　保険者の責に帰することのできない健診部分を繰り出す。
○前年度精算分　1,000円

事業の目標 　保険税負担の平準化を図り、国民健康保険財政の安定的な運営を図ること。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

社会福祉総務費 100

施策事業名 国民健康保険特別会計繰出金

事業目的

国民健康保険財政の安定化、保険税負担の平準化
●理由
国民健康保険制度の財源は被保険者の負担する保険税と国庫負担等で賄うことが原則とされている
が、高齢者や低所得者等が多く、財政基盤が脆弱であるという構造的な課題があるため、保険者であ
る市が財源の一部を一般会計から特別会計へ繰り出すもの。

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 6

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 1,531 1,531 0 0 0 0%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

国民年金事務 1,531 1,531 0 0 0

事業内容

〇全体計画
●日本年金機構事務センター及び年金事務所と連携し、法定受託事務を行う。

〇事業内容
●国民年金法や事務処理基準に定められた法定受託事務（被保険者の国民年金１号資格取得、国民年
金保険料免除申請の受け付け、年金事務所と連携し適切な事務や回答を行う。

○積算
●年金相談員報奨金　　　　　　 1,176千円
●普通旅費　　　　　　　　　　　　 7千円
●特別旅費　　　　　　　　　　　　25千円
●消耗品費　　　　　　　　　　　 197千円
●通信運搬費　　　　　　　　　　 106千円
●手数料　　　　　　　　　　　　　 1千円
●愛知県都市国民年金協議会負担金　19千円

事業の目標

・法定受託に伴う事業については、業務全般を滞りなく作業を進める。
・国民年金取得時に一般免除や学生特例の申請の説明を行い、未納者を作らないように対応する。
・法定受託以外の業務については、年金事務所と連携し、一括納付や口座振替の推進を行い、納付率
低下を防ぐ。
・年金生活者支援給付金制度対象に対し、受付等の事務を適正に行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

国民年金費 112

施策事業名 国民年金

事業目的
〇国民年金法に基づく法定受託事務の遂行
〇年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づく市町村での事務の遂行

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 7

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名

福祉医療助成費 114

施策事業名 福祉医療助成

事業目的
医療費の自己負担分を助成することにより、経済的な負担を軽減し、不安なく医療を受けてもらうこ
とを目的とする。

事業内容

●全体計画
　〇医療費の自己負担分を、根拠条例に基づき助成する。

●主な事業内容
　〇各福祉医療受給者証交付申請書を受付審査し、受給者証を交付する。
　〇医療に要する額から保険等で給付される額を控除し、残りの本人負担額の全額又は一部を医療費
　　として支給する。

　（例）子ども医療
　・未就学児から中学校３年生まで
　　入通院に関する医療費から保険等で給付される額を控除し、残りの本人負担額の全額を子ども医
　　療費として支給する。
　・高校１年生から３年生まで
　　入通院に関する医療費から保険等で給付される額を控除し、残りの本人負担額の２／３を子ども
　　医療費として支給する。

事業の目標
受給者の経済的な負担軽減等を目的とした福祉医療費助成事業について、受給者証の発行等の事務を
円滑に実施することを目標とする。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

79%

障害者医療助成 147,200 73,599 0 0 73,601 50%

福祉医療助成事務 11,511 2,473 0 0 9,038

20%

母子父子家庭医療助成 51,448 25,723 0 0 25,725 50%

子ども医療助成 378,897 77,561 0 223,774 77,562

79%

後期高齢者福祉医療助成 158,256 72,161 0 0 86,095 54%

精神障害者医療助成 74,048 15,821 0 0 58,227

- 

合計 821,360 267,338 0 223,774 330,248 40%

 - - - - - - 



款 項 目

3 1 9

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 800,941 0 0 0 800,941 100%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

100%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療療養給付費負担金 800,941 0 0 0 800,941

事業内容

〇全体計画
●根拠法令に基づき、愛知県後期高齢者医療広域連合へ負担金を支出する。

〇事業内容
●後期高齢者医療制度に加入する犬山市の被保険者分の医療給付費の１／１２（市負担分）を、広域
連合が提示する支払計画に基づき支出する。

事業の目標
後期高齢者医療被保険者にかかる療養給付費の一部を療養給付費負担金として、県下市町村が負担す
ることで安定した療養給付を維持する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

後期高齢者医療費 116

施策事業名 後期高齢者医療療養給付費負担金

事業目的
高齢者の医療の確保に関する法律第９８条に基づき、後期高齢者医療被保険者に係る療養給付費の一
部を療養給付費負担金として県下市町村が負担し、療養給付の安定を図る。

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 9

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 235,304 138,690 0 0 96,614 41%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

41%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療特別会計操出金 235,304 138,690 0 0 96,614

事業内容

○全体計画
●根拠法令に基づき、後期高齢者医療特別会計へ繰り出しする。

〇事業内容
●後期高齢者医療制度に係る市の事務費、広域連合に納入する共通経費、低所得者の保険料の軽減分
を一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰出金として支出する。
●市は、後期高齢者医療制度に加入する被保険者の各種申請、届出業務の受付、制度に関する広報、
相談業務、保険証の引き渡し、広域連合で賦課した保険料の徴収、健康診査事業を実施する。

○積算
●保険基盤安定繰出金　184,920,000円
●事務費繰出金　　　　 17,312,000円
●その他繰出金　　　　 33,072,000円

事業の目標
一般会計から後期高齢者特別会計に繰出金を支出することで、後期高齢者医療の円滑運営に寄与す
る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

後期高齢者医療費 116

施策事業名 後期高齢者医療特別会計操出金

事業目的
後期高齢者医療における事務経費等市負担分、低所得者の保険料の軽減分を、高齢者の医療の確保に
関する法律に基づいて一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り出し、後期高齢者医療特別会計の
安定を図る。

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

4 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 3,739 2,239 0 735 765 20%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

20%

 - - - - - - - 

未熟児養育医療 3,739 2,239 0 735 765

事業内容

〇全体計画
●根拠法令に基づき、医療費の助成を行う。

〇事業内容
●母子保健法第２０条に規定する養育医療の給付。

○積算
●消耗品費　　　　8千円
●通信運搬費　　　6千円
●手数料　　　　　3千円
●養育医療費　3,722千円

事業の目標 入院治療が必要な未熟児に対し、医療費を助成することにより保護者の経済的負担を軽減する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

母子健康づくり推進費 138

施策事業名 未熟児養育医療

事業目的
入院治療が必要な未熟児の医療費を助成する制度。未熟児は疾病にかかりやすく、死亡率も高いばか
りでなく、心身の障害を残すことも多いことから、生後速やかに適切な処置を講ずる必要があるた
め、入院して必要な医療を給付し、適正な養育を行うことを目的とする。

令和２年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和２年度　予算説明書

部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)特別会計名

314

施策事業名 国民健康保険事業

事業目的
　県とともに保険者として、国民健康保険税や国・県等からの負担金や補助金を原資とし、被保険者
の疾病や負傷、出産、死亡に関して必要な保険給付を行う等、国民健康保険事業を適切に運営する。

国民健康保険特別会計

事業内容

●全体計画
　平成30年度からの国保制度改正により、県からの保険給付費等交付金によって、被保険者が疾病、
負傷、出産又は死亡した際の保険給付を適切に実施する。保険給付に必要な県への国民健康保険事業
費納付金を国民健康保険税の収入により確保し、国民健康保険事業を適切に運営する。そのために、
保険税率について国民健康保険運営協議会へ諮り、答申に基づき、税率を改定する。

●主な事業内容
　○被保険者の資格管理　○保険給付
　○保険税の賦課　　　　○保健事業の実施

●主な関係法令等
　○国民健康保険法
　○持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律
　○犬山市国民健康保険条例・施行規則
　○犬山市国民健康保険税条例・施行規則

事業の目標 　県への事業費納付金と税負担のバランスを図り、国民健康保険財政の健全で安定定な運営を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

0%

保険給付費 4,893,667 4,865,054 0 15,400 13,213 0%

総務費 38,799 3,300 0 35,499 0

94%

保健事業費 103,797 26,076 0 43,133 34,588 33%

国民健康保険事業費納付金 1,901,229 24,549 0 81,976 1,794,704

67%

諸支出金 9,771 0 0 0 9,771 100%

財政安定化基金拠出金、基金積立金、公債費 3 1 0 0 2

100%

合計 6,952,266 4,918,980 0 176,008 1,857,278 27%

予備費 5,000 0 0 0 5,000



Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和２年度　予算説明書

部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)特別会計名

422

施策事業名 後期高齢者医療特別会計

事業目的

被保険者の疾病、負傷、死亡等に関して、必要な保険給付を行う。
また、傷病の未然防止、もしくは早期発見により重症化・長期化することを防止し、被保険者の健康
保持及び増進を図るため、健康診査等の保健事業を実施する。
保険者は、愛知県後期高齢者医療広域連合で、市は保険料の徴収事務や申請・届出の受付等の窓口業
務を行う。
なお、対象者は、市内に住む７５歳以上の人と、前期高齢者（６５歳～７４歳）で一定の障害のある
人である。

後期高齢者医療特別会計

事業内容

●全体計画
　○被保険者から徴収した後期高齢者医療保険料と国庫負担金等の収入によって、被保険者が疾病、
　　負傷、死亡等の際に、適切に保険給付を実施する。保険者は、愛知県後期高齢者医療広域連合で
　　あり、市町村では保険料の徴収や申請・届出の受付事務等、窓口業務を行う。

●主な事業内容
　○被保険者資格管理に関する申請等の受付　　○保険給付に関する申請等の受付
　○保険料の徴収　　　　　　　　　　　　　　○保健事業の実施
　○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

●主な関係法令等
　○高齢者の医療の確保に関する法律　　　　　○愛知県後期高齢者医療広域連合規約
　○犬山市後期高齢者医療に関する条例・施行規則

●主な予算の内訳
　・総務費　　　　　　　　　　　　　　8,729千円
　・後期高齢者医療広域連合納付金　1,359,294千円
　・保健事業費　　　　　　　　　　　 82,962千円
　・諸支出金　　　　　　　　　　　　　2,365千円
　・予備費　　　　　　　　　　　　　　　　1千円

事業の目標
市民の高齢化に伴い、後期高齢者医療保険の被保険者が増加することが見込まれる中で、被保険者の
疾病、負傷、死亡等に関して必要な保険給付を適切に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

0%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療特別会計 1,453,351 0 0 1,453,349 2

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 1,453,351 0 0 1,453,349 2 0%

 - - - - - - 


